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介護保険サービス

〃

〃

〃

22

1,294

〃

職員数（人）

公
営
事
業
の
状
況

51,000

国保診療所

被保険者1人費用

職員数

税調定額

駐車場整備

法適用の有無事     業     名

2,180

4,480

〃

1,174,927

衛 生 費

国  保  会  計  の  状  況収支額（千円） 普通会計からの繰入額（千円）

513

副　 市　 長 1 0.0

市町村民税

〃 767326

被保険者数

介護保険

モーターボート競走

下水道（公共） 無

下水道（特環）

106,000

〃

5,806,172 30

世帯

302,385 3

有

209,119

676

32.499.11.4

410,000

34.1

合          計

130,000

99.312.10

徴
収
率
％

50,000

固  定  資  産  税

法人税割

120,000

301  合 計

307

150,000

標準税率に対する比率

1,750,000

法人分 均等割 3,000,000

400,000

160,000

人下水道（農集）

46,719

後期高齢者医療 〃 517,540 円

15 人

円111,988
6

22,877

被保険者1人当たり

特別土地保有税

〃

〃

〃

0

入湯税

3,000(1,000)均等割

13,920,583 100.0

中国銀行他9機関

7,791

1,268,575 (指定)百十四銀行

(指定代理)香川県農協・香川銀行

(収納代理)

基本計画策定の状況

合            計

243,823 2,453,7105.9

43,871,3816,037,792

4,350,668611,474

296,086

99,077

教 育 費

8.7 5,101,344

296,086

災 害 復 旧 費

（名称）第２次丸亀市総合計画99,077

3,445,205

0.5

148,592 0.3

9.15,360,546

1,566,198

613,013

97.1

区     分 現年課税分 滞納繰越分

29.5固定資産税 97.4

市町村民税 98.9 96.6

100.0

諸 支 出 金

公 債 費 5,132,175

△ 0.3

商 工 費適  用  税  率  の  状  況

個人分

296,086

所得割 1.00

合 計 58,769,375

1,198,7151,765,924

1,171,926

3.0

農林水産業費

消 防 費

土 木 費

790,563 1.3

4,320

民 生 費

2,413,284 4.1

638,830

241,866 547,844

889,100 1.5 13,587

8,556,410

軽自動車税 370,365 2.7 4.1

市町村たばこ税 718,147 17,542,819 29.9 1,339,687

△ 28.5

5.2 △ 1.7

27,821 0.2 1.6

6,299,252 45.2 5.6固定資産税

労 働 費 129,542 0.2

0.7

20,519,634 34.9

議 会 費

総 務 費

市町村民税
個人分 5,448,297 39.1

法人分 1,056,701 7.6

18,722,274

Aの充当税等額

335,905 0.6

 Aのうち普通建設事業費

335,905

1,506,330

43,871,381 （期間）2018～2025歳 出 合 計 58,769,375 100.0

決 算 額  A 構成比区 分

歳　　　　出　　（目的別）　　(単位 千円 ％）

災害復旧事業費 148,592 0.2

決　算　額 構成比 増減率

市町村税　　　(単位 千円 ％）

区　　分

歳 入 合 計 59,146,620 100.0 23,597,082

地方債 5,267,200 8.9

国直轄同級他

100.0 失業対策事業費

受託事業

26,606 0.1

普
通
建
設
事
業

補助事業

県営事業負担金

単独事業

572,089 1.0

諸収入 16,540,250 28.0

寄附金 256,811 0.4

繰入金 2,050,386 3.5

繰越金

1,060,942 1.8

65,891 0.1

8.44,910,959

67,590 指定金融機関等の状況

財産収入 250,368 0.4 77,684 0.3 0.3 150,456 44,180,337

都道府県支出金 2,871,955 4.9

うち人件費 150,456

歳入一般財源1,443,033

国庫支出金 5,697,716 9.6

投資的経費 6,186,384 10.5

23,642,562

手数料 349,778 0.6 31 0.0

前年度繰上充用金

経常経費充当一般財源

使用料 859,591 1.5 63,220 0.3

積立金 16,267,020

(2.7)

623,654 1.1

0.5

繰出金 4,538,355

投資及び出資金・貸付金 292,222

3,836,181

27.7 16,120,000

(100.2)

642,4831.7 723,303

3,453,273 (14.6)

補助費等 3,405,984

小　　　計 23,806,822 40.1 23,429,541 99.3

分担金及び負担金

交通安全対策特別交付金 20,270 0.0 20,270 0.1 1,629,659 6.4

一部事務組合 1,017,068

合      計 93.4

7.7 13.6

2.5

5.8

(0.8)特別交付税 377,281 0.6 0.7

(6.9)2,656,553

11.5 6,788,621 12.1 (12.9)4,090,0138.7物件費 5,088,440

自動車取得税交付金

28.8 3,055,148

193,631 189,537維持補修費 249,580 0.4

普通交付税 6,788,621

地方特例交付金 88,432 0.1 88,432

地方交付税 7,165,902 12.1 6,788,621
60.6

0.4
小　　　計 22,741,390 38.7 15,531,970 15,314,945

28.8

103,026 0.2 0.4103,026

(21.6) 

(21.6) 

8.7 5,101,344

5,101,344 5,101,344 20.2

20.25,101,344

元利償還金

公債費

0一時借入金利子

5,132,175

00 0.0

8.75,132,1750.06,750

地方消費税交付金 2,022,251 3.4 2,022,251

ゴルフ場利用税交付金 6,750 0.0

8.6

配当割交付金 77,698 0.1

0.2株式等譲渡所得割交付金 57,407 0.1 57,407

77,698 うち職員給0.3

17.6 3,849,361

8.4 4,328,7034,922,691

扶助費 10,327,622

(27.4)25.5人件費

充当税等額

3,759,160

(18.3)

(15.9)

17.1

14.9

地方税

37,226 0.2

決算額59.0

7,281,593

13,920,583 23.5 13,920,583

307,277

6,454,4416,581,265

4,328,584

0.5

12.4利子割交付金 37,226 0.1

地方譲与税 307,277 1.3

区　　分 構成比

臨時職員

歳　　　　入　　(単位 千円 ％） 歳　　　　出　　（性質別）　　(単位 千円 ％）

区　　分 決算額 構成比 経常一般財源 構成比
経常経費充当
一般財源額

経常収支比率
（減税補てん債及び
臨財債を経常一般
財源から除いた時）

Ｂ／Ａ

給料支給総額Ｂ

合 計 846

35,831

35,875

教育公務員

積立金取崩し額 I

職員数Ａ

9.

△ 1,544,504J

8.

G

単年度収支 F6.

7. 積立額

H

一般財源比率

自主財源比率

△ 386,750

444,162

繰上償還金

189,068実質収支

歳入歳出
差引き額 Ａ－Ｂ

減税補てん債及び臨時財政対策債を経常

一般財源から除いた経常収支比率

実質収支比率

経常収支比率 ％

C

D

千円

％

13,954,277

93.4

一 般 職 員

消防職員

将来負担比率

教   育   長

議 会 議 長

1,500,000

区　　　　分

54

うち技能労員

財政力指数

経常一般財源比率

△ 298,630

254,126

積立金現在高

487,698

188,177

健

全

化

判

断

比

率

連結実質赤字比率

平成２２年
国勢調査

区　　分

％

％

25,108,693 千円

94.0

0.66（3ｹ年平均）

標準税収入額等

標準財政規模

32,197

4.3 30.7 65.0

2,121

指定団体等
の状況指　　　数　　　等

3.9

1,918

65.4

交付税種地区分
Ⅰ－４

千円

13,027,113 千円

千円基準財政需要額

15,014 31,999

第１次

市町村類型 Ⅲ－2

交     付 市長の任期

区分

30.7

基準財政収入額

15,191

19,474,050

16,610,888

平成33年4月23日

産     業     構     造

平成２７年
国勢調査

第２次 第３次

5. E

翌年度に繰り
  越すべき財

源

国

調

Ｈ２７年

110,473人

△0.4%増減率

歳出総額

まるがめ

丸亀市

109,31237,621

人口密度
(人/ｋ㎡）

H30.3.31

都市計画
地域人口(人)

112,833

38,150Ｈ２２年

84,391

58,769,375

区           分

2.

3.

1.

111.80

4.

平成30年度

59,146,620

377,245

110,010人

H31.3.31住民基本
台帳人口

B

歳入総額 A

平成29年度

109,593

984.2

988.2

113,230

千

円

千

円

平 成 30 年 度
決 算 状 況

コード番号

ふりがな

市町名

39,836,597

572,089

人　　　　口
人口集中

地区人口(人)

面    積
     (ｋ㎡）

111.78

372021

実質公債費比率

特別職等

収益事業収入

債務負担行為額

地方債現在高

40,408,686

57,412

実数 適用開始
年月日

１人当たり支給月額

（千円）

一般職員等（平成31年4月1日現在）

（人）

10.
実質単年度

収支F+G+H-I

１人当たり給料
（報酬）月額

　　　　（千円）
区　　　　分

27,648,114 千円

55,887,625 千円

15,870,000 千円
ごみ処理
し尿処理

山林
事務機械施設

税滞納整理

－

％

％

％

5.8

－

議会副議長

1673 209,352 311

1

273

119

110

14,725 693

587

259,952

1

23議 会 議 員

実質赤字比率

千円

588,000 千円

収    支    額 308,208

普通会計からの繰入額13 1,157,068

1世帯当たり保険税

加  入  世  帯

調定額

14,552

〃 458

177,338 円

事務の共同
処理の状況

離島
辺地（2）

特定農山村
拠点都市
高度技術

％

59.9

74.7

0.8

％

(64.9) 

－

1

973市 町 村 長 平成17年4月24日

千円

千円

％100.2


